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調査
研究
内容

　昨年度は、将来の家電リサイクル率のアップに備え、電子・電気機器に使用されている臭素を含有
する難燃性廃プラスチックを適正に処理する技術の確立を目指し、難燃性プラスチックを用いてラボ
スケールのガス化処理基礎実験を実施した。その結果、臭素を難燃剤として含有する難燃性プラス
チックも適正な条件下で処理することにより、既知の塩素化ダイオキシン類と同様、臭素化ダイオキ
シン類についても、その生成が極めて低いレベルに抑制できるとの知見を得て、報告書「電子・電気
機器使用済みプラスチックの処理技術に関する基礎調査報告書　－ラボスケールのガス化処理基礎実
験－　」をまとめた。
　本年度は、昨年度の基礎実験結果を基に実用化レベルでの実証実験を企画、中国経済産業局から委
託を受け、「電気・電子、自動車等使用済みプラスチックのゼロエミッションケミカルリサイクル技
術の開発（中国経済産業局即効型地域新生コンソーシアム研究開発事業の委託研究プロジェクト）」
を実施した。
　当協会は、このプロジェクトの管理法人として当該委託事業の全体計画が円滑に推進できるように
統括するとともに、地域コンソーシアム事業における事業化のフィージビリティースタディ
（Ｆ／Ｓ）のための基礎データ収集を目的として、国内家電リサイクル工場の調査を担当、実施し
た。

調査
研究
結果

　２００１年度、国内家電リサイクル工場からのプラスチック排出量は、約９５千トン、その内テレ
ビからの難燃剤としての臭素を含むプラスチック排出量は約２４千トンと推定された。一方、関西以
西（沖縄を除く）の主要なリサイクル工場（８ヶ所）から発生した２００１年度プラスチックの排出
量（推定含む）は、約３４千トンであることがわかった。
　排出されたプラスチックは、その一部（手分解して回収された単一プラスチック）はマテリアルリ
サイクルされているが、その大部分は破砕ミックスプラスチックとして排出され、そのまま埋め立て
処分されるか或いは焼却処理後埋め立て処分されていることがわかった。従って、家電リサイクル工
場から排出されるプラスチックは地域コンソーシアム事業で技術開発し､企業化を想定しているゼロエ
ミッションケミカルリサイクルプラントの原料として有効に利用し得ることがわかった。
　また、プラスチックの委託処理費については、家電リサイクル工場毎に環境（事情）が異なるため
一概にいえないが、今回の訪問調査で回答いただいた範囲では、運搬費別で２～３万円／トンという
ところが多かった。全国的には、埋め立て処分場の逼迫等の問題から、４万円／トン（運搬費込）に
なりつつあるようである。
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